
ケーススタディによる認定中心市街地活性化基本計画の
目標未達成要因 

大分大学  建築・都市計画研究室 

中心市街地チーム 4年 中渡 康太 

背景 

◆モータリゼーションの進展 

◆郊外型居住に対するニーズ   

 の増加 

2006年「まちづくり三法」の改正

認定中心市街地活性化 
基本計画策定 

 
フォローアップ（自己評価）

が義務付けられている 

郊外化 

空洞化 

目標未達成の要因究明が不十分 

課題 

目的 

目標未達成都市を対象にケーススタディし 

官民双方にヒアリング調査を行うことで 

目標未達成要因を明らかにする 



・研究対象都市の抽出 

都市アメニティが集中する都市 

居住環境整備型：A市 都市施設・交通整備型：B市 

文化観光推進型：C市 商業・居住連携型：D市 

研究の方法 

・研究対象都市の特性の傾向把握 

◆各都市における事業種別 

◆各都市における実施主体分担率 

各類型の傾向を顕著に表す都市 

目標達成率が低い都市 



・ヒアリング調査 

・SWOT分析 

フォローアップの内容を把握したうえで 

フォローアップでは得られない 

目標未達成要因を官民双方に 

尋ねることで各都市の傾向を把握する 

ヒアリング対象 

中心市街地活性化協議会の構成員 

（市役所、商工会議所、まちづくり会社） 

ヒアリング調査結果を 

内的要因（強み・弱み）と 

外的要因（機会・脅威）に分類し 

各類型を代表する都市の目標未達成要因 

を明らかにする 

分析対象 

本研究では、目標未達成要因を分析する 

ため、弱みと脅威に焦点を絞る 



研究対象都市の特性 

居住環境整備型：A市 

都市施設・交通整備型：B市 

文化観光推進型：C市 

商業・居住連携型：D市 

・居住人口推進事業 

・空き店舗の活性化事業               etc… 

・駅周辺の建築及び空地整備事業 

・街路等整備事業 

・公共空間及び公共施設整備事業   etc…. 

・文化拠点施設整備事業 

・文化及び観光振興事業 

・情報広報活動事業                         etc…. 

・商業機能整備事業 

・居住人口推進事業                         etc…. 

公共空間及び
公共施設整備事業

公共空間及び公共施設改
善に関する策定内容が記載

公共交通の整備事業
公共交通の交通改善に関
する策定内容が記載

街路等整備事業
街路等の改善に関する策定
内容が記載

駅周辺の建築及び
空き地整備事業

駅周辺の建築及び空き地
改善に関する策定内容が記
載

商業機能整備事業
商業機能連帯に関する策定
内容が記載

文化拠点施設整備事業
文化施設の改善に関する策
定内容が記載

道路整備事業
道路改善に関する策定内容
が記載

居住人口推進事業
居住人口推進に関する策定
内容が記載

地域コミュニティ活動事業
地域コミュニティ活動に関す
る策定内容が記載

空き店舗の活性化事業
空き店舗の活性化に関する
策定内容が記載

イベント事業
イベントに関する策定内容
が記載

住民教育事業
住民教育に関する策定内容
が記載

情報広報活動事業
情報提供に関する策定内容
が記載

文化及び観光振興事業
文化及び観光振興に関する
策定内容が記載
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基本計画の事業



研究対象都市の特性 

                      

         

         

            

民間主体のソフト事業 

行政主体の事業 

官民連携主体のハード事業 

『居住環境整備型』 

『文化観光推進型』 

『都市施設・交通整備型』 

『商業・居住連携型』 

事業傾向 類型 



ヒアリング調査結果・SWOT分析 居住環境整備型：A市 

プラス（＋）［強み・機会］ 

マイナス（－）［弱み・脅威］ 

内 

的 

要 

因 

外 

的 

要 

因 

・ソフト事業を単体でみると、事業効 

    果が表れており、策定時の想定通り 

    の事業が多数ある 

・「通行量」の目標値を丁寧に考えず 

 に設定していた 

・事業同士の連携がなく各事業が単発 

 となってしまい、事業効果を継続さ 

 せることができなかった 

・計画区域を広く設定しており、市街 

 地回遊を目的とした事業の効果をう 

 まく区域全域に反映できなかった 

・まちづくり会社が増加傾向にある 

・イベント事業実施時は通常時の数 

 倍の通行量となり一時的な活性化 

 がみられる 

・10～20代などの若年層の消費者の多 

 くが、郊外ショッピングモールや隣 

 県で買い物をする傾向にある 

・ＪＲ駅と中心市街地間が遠く、公共 

 交通機関が不十分 

・来街者の多くは自家用車を利用して 

 来街する 

・事業同士の連携がなく各事業が単発 

 となってしまい、事業効果を継続さ 

 せることができなかった 

・ＪＲ駅と中心市街地間が遠く、公共 

 交通機関が不十分 

目標指標① 居住人口

目標達成率（％） 92.7

目標指標② 通行量

目標達成率（％） 64.6

目標指標③ 通行量

目標達成率（％） 41.1

事業同士の連携を図るための体制がなく 

情報共有や拠点間の連携が不十分であり 

事業効果が単発となってしまった 



ヒアリング調査結果・SWOT分析 都市施設・交通整備型：B市 

プラス（＋）［強み・機会］ 

マイナス（－）［弱み・脅威］ 

内 

的 

要 

因 

外 

的 

要 

因 

・ソフト事業を単体でみると、事業効 

    果が表れており、策定時の想定通り 

    の事業が多数ある 

・『通行量』の目標値は、過去10年間 

 で最も多かった年の通行量を参考に 

 しており、積算根拠を正確に算出し 

 ていなかった 

・イベント事業やマンション建設事業 

 において、事業の進捗状況等の情報 

 共有が不十分であった 

・民間事業者の中で、他の民間事業者 

 を先導する中心となる組織が未定 

・新規出店希望者は定量的にいる 

・まちづくり会社が増加傾向にある 

・5年という計画期間は定期的に見 

 直しができるため適切である 

・駅前整備事業や地下街改修事業が計 

 画期間終了直前に完了したため、最 

 新値に事業効果を反映させることが 

 できなかった 

・中心市街地に地域個性のある店舗が 

 なく、郊外ショッピングモール等で 

 も買えるような商品しか取り扱って 

 いない 

・駅前整備事業や地下街改修事業が計 

 画期間終了直前に完了したため、最 

 新値に事業効果を反映させることが 

 できなかった 

・『通行量』の目標値は、過去10年間 

 で最も多かった年の通行量を参考に 

 しており、積算根拠を正確に算出し 

 ていなかった 

目標指標① 居住人口

目標達成率（％） 103.2

目標指標② 通行量

目標達成率（％） 59.4

目標指標③ 空き店舗数

目標達成率（％） 81.1

目標値の積算根拠を正確に算出せず 

高い目標値を設定しており 

目標達成するためハード事業に固着していた 



ヒアリング調査結果・SWOT分析 文化観光推進型：C市 

プラス（＋）［強み・機会］ 

マイナス（－）［弱み・脅威］ 

内 

的 

要 

因 

外 

的 

要 

因 

・ソフト事業を単体でみると、事業効 

    果が表れており、策定時の想定通り 

    の事業が多数ある 

・協議会を未だ解散していない 

・『通行量』の最新値と基準値の調査 

 条件が大きく異なっている 

・『小売業年間商品販売額』の最新値 

 と基準値の算出方法が異なっていた 

・民間主動であるホテル建設事業等に 

 おいて、事業進捗状況や民間組織の 

 運営状態など情報共有が不十分であ 

 った 

・文化・歴史のある土地であるため、 

 ハード事業整備の際、掘削工事など 

 を慎重にする必要があり、工費と工 

 期が他地域よりもかかってしまい負 

 担が大きい 

・外国人観光客が急増しており、 

 通行量等が増加傾向にある 

・『通行量』の最新値と基準値の調査 

 条件が大きく異なっている 

・『小売業年間商品販売額』の最新値 

 と基準値の算出方法が異なっていた 

 

 

目標指標① 施設入込数

目標達成率（％） 64.3

目標指標② 通行量

目標達成率（％） 74.6

目標指標③ 販売額

目標達成率（％） 83.7

基準値と最新値の調査条件や算出方法が異なっており 

通行量調査などにおいて情報共有などの官民連携が 

不十分であった 



ヒアリング調査結果・SWOT分析 商業・居住連携型：D市 

プラス（＋）［強み・機会］ 

マイナス（－）［弱み・脅威］ 

内 

的 

要 

因 

外 

的 

要 

因 

・ソフト事業を単体でみると、事業効 

    果が表れており、策定時の想定通り 

    の事業が多数ある 

・連携したハード事業を多く計画して 

 おり、事業の進捗状況が他の事業に 

    影響が出る計画となっていた 

・イベント事業が単発となり一過性に 

 終わってしまい、イベント事業によ 

 る活性化が継続しない 

・マンション建設事業等のハード事業 

 の多くを民間主動で実施しており、 

 民間事業者の補助や対応が遅れた 

・5年という計画期間は定期的に見直 

 しができるため適切である 

・新幹線の延伸が予定されている 

・交通結節点が離れており、乗り継ぎ 

 等が不便であった 

・主要ハード事業が駅前に集中してい 

 たためハード事業の整備が絶えず行 

 われており、来街者や住民にとって 

 不快であった 
・マンション建設事業等のハード事業 

 の多くを民間主動で実施しており、 

 民間事業者の補助や対応が遅れた 

・交通結節点が離れており、乗り継ぎ 

 等が不便であった 

目標指標① 居住人口

目標達成率（％） 83.3

目標指標② 通行量

目標達成率（％） 73.6

目標指標③ 公共交通機関等利用

目標達成率（％） 91.2

民間主動のハード事業の補助が不十分であり 

事業完了することができなかった 

また、交通結節機能の強化が不十分であった 



総括 

居住環境整備型：A市 

目標未達成都市の４都市を対象にケーススタディを行うことで 

各類型の目標未達成要因を明らかにした 

都市施設・交通整備型：B市 

文化観光推進型：C市 商業・居住連携型：D市 

恒常的な賑わいを図れなかった 

・実施主体の情報共有が不十分 

・事業者の連携を図るための体制なし 

・核となる拠点間の連携不足 

・目標値を高く設定していた 

・官民の事業進捗等の情報共有が不十分 

・ハード事業を同時期に整備 

ハード事業による通行阻害・未完了 

最新値と基準値の調査条件が異なる 

・事業進捗状況や調査条件等の情報共有   

 が不十分 

・ハード事業を同時期・多発的に整備 

・民間主動のハード事業に頼っていた 

・公共交通機関の乗り継ぎ等の不便性 

主要なハード事業が未完了・未着手 

  が多い 

 全体の傾向として 

・実施主体間の連携、事業間の連携が不十分であった 

・交通結節機能を高める動きが少なかった 

・目標数値設定の積算根拠を正確に算出していなかった 


